
今後の検討の流れ（予定） 資料４

アウトプット ： 「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者対策のガイドライン」（H27.3 内閣府(防災担当)）

改定

１
年
程
度

検討委員会 ： ガイドライン改定案について

具体方策については、

「首都直下地震帰宅困難者等対策連絡調整会議」の
実務レベル会議で検討

随時、検討委員会を開催し、
進捗状況の報告等

＜夏目処＞ 「帰宅困難者等対策に関する今後の対応方針について」 とりまとめ・公表

＜今回＞ 令和４年７月２１日（木） 検討委員会

社会状況の変化等を踏まえた、「帰宅困難者等対策に関する今後の対応方針」のとりまとめ
に向けて、課題や検討の視点等について議論

＜秋頃～＞
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（参考） 「首都直下地震帰宅困難者等対策連絡調整会議」構成員

2

座長 内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（調査・
企画担当）

座長 東京都総務局総合防災部長

警察庁警備局警備運用部警備第二課長

総務省総合通信基盤局電気通信事業部電気通信技術
システム課長

総務省消防庁国民保護・防災部防災課長

文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部参事官（施
設防災担当）

国土交通省水管理・国土保全局防災課長

国土交通省道路局環境安全・防災課長

国土交通省大臣官房参事官（運輸安全防災）

国土交通省鉄道局鉄道サービス政策室長

国土交通省自動車局旅客課長

東京都総務局防災対策担当部長

茨城県防災・危機管理部長

埼玉県危機管理防災部長

千葉県防災危機管理部長

神奈川県くらし安全防災局防災部長

警視庁警備部災害対策課長

東京消防庁防災部震災対策課長

横浜市総務局危機管理室危機管理部長

川崎市危機管理本部危機対策部長

千葉市総務局危機管理部長

さいたま市総務局危機管理部長

相模原市危機管理局長

東京都新宿区総務部危機管理担当部長

東京都八王子市生活安全部長

東京都立川市市民生活部長

一般社団法人電気通信事業者協会企画部長

日本放送協会報道局災害・気象センター長

一般社団法人日本民間放送連盟番組・著作権部長

一般社団法人日本経済団体連合会ソーシャル・コミュニ
ケーション本部上席主幹

東京商工会議所地域振興部長

一般社団法人不動産協会事務局長

東日本旅客鉄道株式会社サービス品質改革室長

一般社団法人日本民営鉄道協会運輸調整部長

東京都交通局総務部安全対策推進課長

公益社団法人日本バス協会常務理事

一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会常務理事

一般社団法人日本フランチャイズチェーン協会安全対策
委員会委員長

全国石油商業組合連合会関東支部関東支部事務局長

関東トラック協会専務理事

日本赤十字社事業局救護・福祉部救護課長

東京災害ボランティアネットワーク事務局長

日本労働組合総連合会東京都連合会副事務局長

令和４年６月２４日現在


